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Ａ．研究目的 

重症心身障害児の在宅支援の一つとして、モ

デル事業から始まった重症心身障害児者通園事

業は20年余を経過して、全国に300ヵ所以上の

事業所数、約6000人の在宅の重症心身障害児

者が利用する状況になっている。しかし、まだ

まだ改善すべき課題も多い。そこで、より良い

通園事業を目指すために、全国の事業所が日頃

抱えている問題点を調査し、改善すべき点を明

らかにしてその対応を考えることを目的にして

毎年アンケート調査を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

全国の重症心身障害児者（重症児者）通園事

業所に毎年アンケート調査を行い、回答内容の

検討を行った。初年度は定員15名のＡ型及び

定員5名のＢ型事業所に対して、医療スタッフ

配置状況及び緊急時体制、送迎状況、利用者数

が定員を下回ることに関してその原因と対抗策、

利用者の１日、１週間の過ごし方などの事業所

でのスケジュールを尋ねた。事業の法制化に伴

いＡ型・Ｂ型の区別が無くなった2年目には、

定員数・登録者数・スタッフ数の変化、現在の

送迎状況、通園事業での地域における問題点、

通園事業の空白地域解消のための提案、3年目

は法制度変更によって新たに生じた問題点、通

園事業でのこれまでの課題である事業所数及び

現状の広さ、送迎状況、医療体制、NICU（新

生児集中治療室）入院の既往、NICU卒業生の

通所での問題の有無、キャリーオーバー児の実

態についてアンケート調査を行った。 

 
Ｃ．研究結果 

医療面に関して、規模の小さいＢ型施設では

直に対応してもらえる医師が居らず、その時々

に救急病院等に依頼、もしくは家族に対応を依

頼する状況が回答施設の約3割に存在した。ち

なみに、Ａ型では全て医師対応が可能な状態で

あった。看護師はＡ型では全施設に常勤、Ｂ型

では95％以上で常勤・近くに居る状態であっ

たが、送迎時に看護師がほぼ添乗できるとした

のはＡ型で56％、Ｂ型で41％であった。介護

福祉士はＡ型の70％、Ｂ型の40％に勤務して

いたが、介護職の中での占める割合はまだまだ

少ない状況と思われた。 

送迎の現状は、全員施設送迎を行っているの

はＡ型で10％、Ｂ型で20％しかなかった。 

通園実績が定員を下回る理由としては体調が

不安定、病院に入院、短期入所利用中、急な家

族の都合などの回答が多かった。欠席への対抗
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- 16 - 
 

策として色々試みられているが諦めているとし

たのが、Ａ型で15％、Ｂ型で10％みられた。 

事業所での1日の過ごし方については、Ａ型、

Ｂ型ともに療育面（活動、診察・医療的処置、

訓練等）と生活面（食事・水分補給、トイレ・

オムツ換え、入浴等）がともに4割を占めてい

た。Ｂ型で入所施設併設と通園事業のみ、医療

体制有りと無しの事業所間に大きな差は見られ

なかった。 

１週間の過ごし方では、Ａ型、Ｂ型ともに 家

庭に3.2日、調査施設にはＡ型2.6日、Ｂ型2.2

日、の利用で、Ｂ型のその他には学校登校が含

まれていた。Ｂ型の入所施設併設と通園事業の

み、医療体制有りと無しに関しては、通園事業

のみ、医療体制無しの施設の利用の方が約13

％（0.9日）多かった。 

２年目の質問事項である法制化前後の利用者

・スタッフ数の変化として定員数・登録者数・

介護職スタッフ数が軽度増加していた。 

送迎の状況について、各施設の最遠隔地の平

均距離は25.7ｋｍで、平均所要時間は46.3分、

高速道路利用率は13.0％であった。また、片道

の所要時間での最長は120分で、次いで110分、

100分の報告があったが、全て自家送迎であっ

た。施設送迎の最長は90分であった。施設送

迎、自家送迎、両者併用の平均距離、平均所要

時間に大きな差はなかった。 

日頃悩んでいる地域での問題点として、施設

不足が最も多かった。ただ、その内容には違い

があり、高度の医療体制が整った施設が足りな

い、都会では高度の医療体制が整った施設は足

りているが軽度の医療を要する利用者の通う事

業所がない、広域地域でもう１ヵ所医療の整っ

た事業所が欲しい、普段はいいが長期休暇中の

児童の対応ができない、今後の高等部卒業生の

受け入れが出来ない等の意見があり、施設の数

の不足と施設の広さの不足の両方の要素が含ま

れていた。医療・送迎・運営に関しては以前か

らと同様の内容が述べられていた。さらに、地

域のシステムについてエリア設定、社会資源の

活用、行政を含めた連携体制への意見が見られ

た。 

そして、通園の空白地域を無くすためのアイ

デアとして、既存の事業所のサテライト新設や

巡回制度、医療を持つ生活介護・老人介護施設

への受け入れの促進、さらには一般病院での受

け入れなどによる受け入れ施設の拡充、それを

推進するために行政からの看護師・送迎・入浴

等への加算や財政的援助や人材育成の努力など

が提案された。 

3年目のアンケート調査内容で、新制度にな

ってからの問題点として、利用者数に応じての

報酬となり、欠席率の高い重症児者では収入が

不安定となったとの回答が目立った。その他、

個別支援計画、請求業務など事務量が増えた、

サービス管理責任者、看護師を含むスタッフの

確保が難しい、事業の利用者の幅ができ活動内

容や援助に多様に対応する必要性が出てきた、

既存の生活介護と統合したが障害程度の異なる

グループが出来ることになり同じスペースで過

ごすことが難しい、年齢層の二極化、生活介護

事業所が乱立する中で何の知識もなく医療的ケ

アのある利用者を受け入れている事業所が増え

ており危険、定員数を上げると単価が下がり運

営に支障を来たす、市町村により対応に違いが

あり混乱が生じているなどの意見が上げられて

いた。 

そして、旧体制から継続する問題点として、

前年度、問題点として最も多く指摘された事業

所の数が足りていないという意見はこの項目に

対して記載のあった66事業所中20事業所から

あったが、それ以上に記載件数が多かったのは、

制度が変わって定員数が増えた等の理由で事業

所が手狭になってきていて、これ以上受け入れ

られないという意見で、43事業所からあった。 

送迎に関連した医療（複数の添乗看護師確

保）、車輌関係（購入・維持費、運転手の確

保）に関連しての何らかの問題を多くの事業所

が訴えていた。その中で、家族の高齢化に伴い

送迎が出来なくなってきていることが起こって

おり、移乗のためには男性職員が必要との意見

もみられたが、今後大きな問題になるかもしれ

ないことも想定して、“ドア to ドア”より先

の“ベッド to ベッド”の希望に対して、添乗

員2名体制をすでに採り出している施設があっ

たり、逆に、全員の送迎が出来ないので来所中
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の対応の向上を目指して一切の送迎を止めたと

の回答がどちらも数ヵ所ずつみられた。 

医療体制については看護師確保および知識・

技術の向上、バックアップを依頼出来る医師・

病院の確保と関係強化、介護職の医療的ケアの

実践など医療体制強化を目指しているとの記載

が多かった。 

その他、市町村によって利用者の負担額に差

が見られる、保護者の高齢化・本人の加齢に伴

う介護量の増加などより通園から短期入所・ケ

アホーム利用を望む声が増えている、重症児を

受けると収入増になることから十分な体制を整

えないまま無責任に受け入れる事業の増加を危

惧、田舎の現状を踏まえた制度を希望するなど

の意見が寄せられた。 

通園事業所におけるNICU長期入院児の在宅

支援の状況に関連した質問に対して一部のみの

記載も含めると103施設より返事があった。そ

の内の73施設、1552症例中NICU長期入院児

（6ヶ月以上）は89人（5.7％）であったが、

重度の脳障害が多く、呼吸管理、栄養管理など

の医療的ケアを必要とする割合も高かった。N

ICU卒業生に特別な問題があるかについての調

査に答えた95事業所中46事業所からの記載に

はNICU卒業生は欠席率が高く、特別の問題を

持ち、看護体制への影響が大きく、特別な対応

が必要であり、欠席率も高いという回答が多か

った。 NICU卒業生は「増えている」は22事

業所（21.4％）であったが、「減っている」は

１施設のみであった。 

通園児・者の疾病要因として、先天異常も多

いが、成熟児の重症仮死が最も多かった。低出

生体重児の脳障害も多く、特に、超低出生体重

児の割合が高かった。 

後天性障害では、事故による脳障害も少なく

ないが、脳炎・脳症による障害が最も多かった。 

キャリーオーバー児の医療について、乳幼児期

からのかかりつけの小児科医に成人になっても

診てもらっているという状況が全国的に一般的

なことが改めて明らかとなった。内科医がなか

なか診てくれない、すぐに気管切開や胃瘻を勧

められてしまう等内科医の理解不足が目立ちと

ても困っている、小児科で対応できない疾患

（悪性腫瘍、生活習慣病など）で紹介できる所

が無いなどの問題が上げられていた。その中で、

医師間の連携で円滑に内科医に移行出来ている、

小児科医への集中傾向を医師会を中心に医療情

報の共有を図りながら地域の病院への移行を試

みているという回答もあった。 

 
Ｄ．考察 

平成に入ってモデルケースから始まった重症

児通園事業はその後全国的に拡がり、現在300

施設以上にて事業が行われている。当初、養護

学校高等部を卒業した重症児の進路先として設

けられた制度であったが、成人だけでなく小児

もかなりの数利用している状況となっている。

 これまで、『全国どこに住まいしても、安全

・安楽に利用できる重症児者通園システムの確

立』を目指して、その時々での問題点を明らか

にしたい、解決の糸口を得たいがためにアンケ

ート調査を行ってきた。この3年間のアンケー

ト調査から、これまでの重症児通園においては、

『送迎』と『医療体制』の問題が注目され、さ

らに加えるとすると『収支問題』が上がってい

たが、これまで問題としての意識はあったが将

来的な問題と考えがちだった『通園施行施設数

及び施設の広さ』が一番の問題となっているこ

とが明らかとなった。全国にあとどれ位の数の

通園事業所が必要であるかについては不明であ

るが、現在、全国約300ヵ所の事業所の定員数

の約2倍以上の登録者数が居るとされている。

それからだけでも、通園利用希望者が毎日通園

事業を利用するためには今の2倍以上の事業所

数が必要であると言えるかもしれない。とにか

く、事業所が足りないことは明らかである。し

かしながら、“どれ位の人口や地域面積当たり

にどの程度の受け入れ人数の施設がどれ位必要

なのか”については誰も答えを持たないのが現

状である。その解明のためには、これからの重

症児者通園事業の対象者の障害程度の取り決め

に始まって、実際の在宅者の分布の解明、エリ

アの広さと対象者の利用頻度の決定、送迎体制

と医療体制の整備等まで必要と考えられるが、

どれをとってもなかなか難しい問題である。と

はいっても、施設数の増加を何としても推し進



- 18 - 
 

めないといけない時期になっていることは間違

いない所と思われ、提案された対策として、す

でに通園事業を行っている施設にはそのノウハ

ウを活用してサテライト的な新しい事業所の開

設や巡回型の通園事業、未だ通園事業を行って

いない国立病院機構で重症児者病棟を持ってい

る病院と公法人立の重症児者施設には事業の開

始、また、医師や看護師などが詰めていて医療

的な受け入れが可能な生活介護施設や老人介護

施設での受け入れの推進、更には、一般病院で

の受け入れなどが回答された。しかし、これら

を押し進めるにあたっては、対象利用者の障害

程度の取り決めをきちんとして重症児者通園利

用者と他の通園施設利用者との区別化を明らか

にし、医療的に重度で日常生活においても非常

に介護の手が掛かるような対象者故に、利用す

る時の配慮としての看護師・送迎・入浴等への

加算や財政援助体制の制度化がないと新しく事

業を開始したり継続していくことが難しいと思

われる。 

一方、『送迎』の新たな問題が3年目の調査

で浮かび上がってきた。それは、「家族の高齢

化に伴い自家送迎が出来なくなってきている」、

「移乗のためには力のある男性職員が必要」、

「添乗員2名体制をすでに採り出している」な

どの回答で表現された“家族と本人の高齢化”

の問題である。送迎体制の人件費・車輌購入費

及び維持費などの問題の解消、事業所送迎シス

テムや送迎サービス事業所の利用等の送迎体制

の確立は以前から求められていた。ここに“高

齢化”を加味した送迎システムがきちんと確立

されないと、将来通園事業そのものも成り立た

なく可能性も考えられる。そして、事業所と利

用者の家との距離、送迎所要時間の問題は通園

事業所を増やすしか解決方法はないと思われる。 

開始当初から問題とされていた医療的な受け入

れ体制の充実はいまだ解決されずにいると言わ

ざるを得ない。初年度の調査にて、医療的な問

題に関して、Ａ型の全施設とＢ型の施設の約7

割は医師の対応が速やかに行える状況であるが、

Ｂ型の3割の施設ではその時々に対応を行って

いると推測された。一方、看護師はほとんどの

施設にて配属されているが、添乗の状況からは

まだまだ数的に充填されていないと思われた。

 今後、全ての施設で十分な医療的な受け入れ

体制が整うにはまだ時間がかかると思われる。

その間の対応として、医療度の高い利用者は必

ずどこかの病院や主治医、かかり付け医がいる

はずで、在宅時に何か緊急的なことがあれば家

族はその病院や医者に連絡を取り、対処しても

らっていると推測される。その緊急の事態が家

でなく施設で起こったとしても同じように対応

することにしていれば、対応もスムースにでき

ると思われる。さらに、近年介護福祉士等の介

護職が研修を経れば医療行為が行えるようにな

った。今後さらに医師との連携、看護師増加さ

らには介護福祉士の採用などで医療的対応を整

備することにより、医療的問題は改善できると

思われる。 

 日々の事業の中で利用者の出席率は問題とな

っていたが、近年、実績払いと定められたため

に以前よりも一層切実な課題となっている。ア

ンケート結果にあるように、欠席の理由はいろ

いろである。それに対する対応も施設ごとに行

われていたようだが、医療度の高い利用者は急

に体調を崩すことが多く、その穴埋めをしよう

にも送迎が出来ないとか予定が入っている等で

簡単に代わりの利用者が見つからないことも多

い、前もって定員より多く予定していて全員が

来られて困るなど妙案が無いのが実情のようで、

この問題については今後のさらなる検討が必要

だと考える。 

事業所での1日の過ごし方、利用者の1週間

の過ごし方の結果は示した通りだが、その中で、

Ｂ型通園利用者の1週間の過ごし方にて、通園

事業のみ、医療体制の無い事業所での利用が入

所施設併設、医療体制の有る事業所の利用より

約1日多いという結果が出た。これは、地域に

よって医療体制が十分でなくてもその事業所以

外利用できる所がなく、日数多く利用されてい

ることが推測された。 

NICUの長期入院児は全国で毎年約200人発

生し、約30％が家庭へ退院、約20％が小児病

棟や施設に転棟、約20％が死亡退院し、残り

の約30％、約60人の受け入れ先が必要である

と報告されている(1,2,3)。今回、改めて通園事
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業利用者に周産期障害に基づいた重度の脳障害

に伴う多くの重度障害児・者の存在を確認した

が、今後もNICU卒業生が通園事業や短期入所

を利用することは増加することは間違いないと

考えられる。また、NICU卒業生には、気管切

開、人工呼吸器、酸素投与、経管栄養などの医

療的ケアを必要とすることが多いこと等も考え

合わせ、医療的な受け入れ体制の向上は当然の

こと、事業所でのスケジュールの中に利用者の

運動障害や知的障害に対するリハビリテーショ

ンへの配慮も必要である。 

キャリーオーバー児の問題について、歴史的

に重症児は成人になってからも小児科医がその

まま主治医として診てきたという経緯がある。

 その結果、成人になったので内科医を主治医

にと考えて紹介してもなかなか診てもらえず、

困ってしまう状況がずっと続いてきた。この問

題についての全国的な実態を知るために今回質

問に加えてみたが、やはり結果はある程度予測

されたものであった。現実に加齢に伴う問題な

ど内科専門医に診察を受けるべき状況が日常的

に起こっており、これまでの成人になっても小

児科医が診続けてきた及び診続けている状況を

出来るだけ早く改善すべきで、厚生労働省をは

じめとする行政機関や小児科・内科学会レベル

での検討が必要ではないかと考える。自立支援

法が提出された時に、成人なのに児童福祉法の

管轄というのは問題ではないかとの意見が強か

ったと聞いているが、児者一貫は重要であるも

のの、その時とは逆に、特に通所では、成人を

未だに小児科医が診ているという状況を良しと

するのか改めて問い直されているといえよう。 

 
Ｅ．結論 

重症児者通園事業における現時点の問題とし

て、事業所数及びその広さが利用者の受け入れ

に関して緊喫の問題であり、近い将来の問題と

しては、利用者及び家族の高齢化を加味した送

迎システムの確立が求められる。全国的に重症

心身障害児者の在宅支援のための通園事業の需

要は高まっており、通園施設増設という量的お

よび待遇や環境などの質的な発展のためには、

事業所間や行政との連携体制を強力にして様々

な社会資源を活用し知恵を出し合って様々な問

題を一つひとつ解決していくことが必要である。

 そして、各地域でのシステム化を図る上で、

通園利用対象者の障害程度の再取り決めと疫学

的なデータの集積が望ましい。また、現在は医

療的な対応が不要の利用者でも今後医療的な問

題を抱えてくる可能性を考えると、小児科医だ

けでなく内科医、行政を巻き込んでキャリーオ

ーバー児の問題の解決を図るべきである。 
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